
十和田市　法適用不利益処分個票

1

ID:　651　 
担当部署:　健康福祉部 こども家庭センター　 

 

処分の概要 母子保護の実施の解除

 法 令 名 

根 拠 条 項
児童福祉法　第23条

 
法 令 番 号 昭和22年法律第164号

 【基準】 

　法第23条の規定による。 

第23条　都道府県等は、それぞれその設置する福祉事務所の所管区域内における保護者が、配

偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子であつて、その者の監護すべき児童の福

祉に欠けるところがある場合において、その保護者から申込みがあつたときは、その保護者

及び児童を母子生活支援施設において保護しなければならない。ただし、やむを得ない事由

があるときは、適当な施設への入所のあつせん、生活保護法(昭和25年法律第144号)の適用

等適切な保護を行わなければならない。 

2　前項に規定する保護者であつて母子生活支援施設における保護の実施(以下「母子保護の

実施」という。)を希望するものは、内閣府令の定めるところにより、入所を希望する母子

生活支援施設その他内閣府令の定める事項を記載した申込書を都道府県等に提出しなけれ

ばならない。この場合において、母子生活支援施設は、内閣府令の定めるところにより、当

該保護者の依頼を受けて、当該申込書の提出を代わつて行うことができる。 

3　都道府県等は、前項に規定する保護者が特別な事情により当該都道府県等の設置する福祉

事務所の所管区域外の母子生活支援施設への入所を希望するときは、当該施設への入所に

ついて必要な連絡及び調整を図らなければならない。 

4　都道府県等は、第25条の7第2項第3号、第25条の8第3号若しくは第26条第1項第5号又は困難

な問題を抱える女性への支援に関する法律第十条の規定による報告又は通知を受けた保護

者及び児童について、必要があると認めるときは、その保護者に対し、母子保護の実施の申

込みを勧奨しなければならない。 

5　都道府県等は、第1項に規定する保護者の母子生活支援施設の選択及び母子生活支援施設

の適正な運営の確保に資するため、内閣府令の定めるところにより、母子生活支援施設の設

置者、設備及び運営の状況その他の内閣府令の定める事項に関し情報の提供を行わなけれ

ばならない。 

 備考

 

 設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日 令和 7 年 4 月 1 日



十和田市　法適用不利益処分個票

1

ID:　653　 
担当部署:　健康福祉部 健康増進課こども家庭センター　 

 

処分の概要 児童等を社会福祉主事等に指導させる措置の解除

 法 令 名 

根 拠 条 項
児童福祉法　第25条の7第1項第2号

 
法 令 番 号 昭和22年法律第164号

 【基準】 

　法第25条の7第1項第2号の規定による。 

第25条の7　市町村(次項に規定する町村を除く。)は、要保護児童若しくは要支援児童及びそ

の保護者又は特定妊婦(次項において「要保護児童等」という。)に対する支援の実施状況を

的確に把握するものとし、第25条第1項の規定による通告を受けた児童及び相談に応じた児

童又はその保護者(以下「通告児童等」という。)について、必要があると認めたときは、次

の各号のいずれかの措置を採らなければならない。 

(1)　略 

(2)　通告児童等を当該市町村の設置する福祉事務所の知的障害者福祉法(昭和35年法律第

37号)第9条第6項に規定する知的障害者福祉司(以下「知的障害者福祉司」という。)又は

社会福祉主事に指導させること。 

 備考

 

 設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日 　年　　月　　日



十和田市　法適用不利益処分個票

1

ID:　650　 
担当部署:　健康福祉部 こども家庭センター　 

 

処分の概要 助産の実施の解除

 法 令 名 

根 拠 条 項
児童福祉法　第22条

 
法 令 番 号 昭和22年法律第164号

 【基準】 

　法第22条の規定による。 

第 22 条　都道府県、市及び福祉事務所を設置する町村(以下「都道府県等」という。)は、そ

れぞれその設置する福祉事務所の所管区域内における妊産婦が、保健上必要があるにもかか

わらず、経済的理由により、入院助産を受けることができない場合において、その妊産婦から

申込みがあつたときは、その妊産婦に対し助産施設において助産を行わなければならない。た

だし、付近に助産施設がない等やむを得ない事由があるときは、この限りでない。 
2　前項に規定する妊産婦であつて助産施設における助産の実施(以下「助産の実施」という。)

を希望する者は、内閣府令の定めるところにより、入所を希望する助産施設その他厚生労働

省令の定める事項を記載した申込書を都道府県等に提出しなければならない。この場合に

おいて、助産施設は、内閣府令の定めるところにより、当該妊産婦の依頼を受けて、当該申

込書の提出を代わつて行うことができる。 

3　都道府県等は、第25条の7第2項第3号、第25条の8第3号又は第26条第1項第5号の規定による

報告又は通知を受けた妊産婦について、必要があると認めるときは、当該妊産婦に対し、助

産の実施の申込みを勧奨しなければならない。 

4　都道府県等は、第1項に規定する妊産婦の助産施設の選択及び助産施設の適正な運営の確

保に資するため、内閣府令の定めるところにより、当該都道府県等の設置する福祉事務所の

所管区域内における助産施設の設置者、設備及び運営の状況その他の内閣府令の定める事

項に関し情報の提供を行わなければならない。 

 備考

 

 設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日 令和 6 年 4 月 1 日


